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決算時に通算税効果額を未払法人税等として計上した場合の処理例 
 
＜質問＞ 

前期の「決算時」に、法人税等 80,000、通算税効果額 20,000 発生していたが、 
まとめて未払法人税等として仕訳を計上した場合の当期の入力方法について教えて 
ください。 
 
 前期において、下記の仕訳計上を行いました。 
（１）前期：法人税及び地方法人税と通算税効果額の「決算時」の処理 
      法人税、住民税及び事業税 100,000／未払法人税等 100,000 
 
 当期において、下記の仕訳計上を行いました。 
（２）当期：通算税効果額の「精算時」の処理 
      未払法人税等 20,000／現預金 20,000 
 
（３）当期：法人税等の「納付時」の処理 

   未払法人税等 80,000／現預金 80,000 
 
 
取崩し方法としてどのような処理が考えられますか？ 
なお、決算時と申告時に差額は発生していません。 
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＜回答＞ 
（事例を分かりやすくするため、当期の法人税及び地方法人税の発生額は省略します） 

 
システムでは、別表 5（２）納税充当金と通算税効果の金額は区別して計算されます。 
未払法人税等としてまとめて会計処理した場合でも、納税充当金の 80,000 と未払通算税

効果額の 20,000 は区別して入力する必要があります。 
 
（１）メニュー401>[当期純利益・租税公課の納付状況等の登録]ＷＳ 

①[当期利益・納税充当金・通算税効果額等]タブ 
 前期の「決算時」に未払法人税等で計上されていた、通算税効果分の 20,000 を、 
「納税充当金の戻入による益金算入額」と「損金経理をした通算税効果額 

附帯税以外分」に入力します。 

 
解説：上記の入力を行うことで納税充当金から未払金（通算税効果額）に振り替え 

る処理を行っています。 
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② [通算税効果額の決済額等]タブ 
通算税効果額の「精算時」の処理の 20,000 を「当期中の決済額」の「支払額」に入力
します。 

 
 

③ [会計上の通算税効果額の取崩額等]タブ【確認】 

 
 解説：未払金（通算税効果額）は、納税充当金から振替分（Ⅱ）と精算分（Ⅲ）の同額 

が転記されるため、期末残高は０となります。 
（事例を分かりやすくするため、当期の法人税及び地方法人税の発生額は省略します） 

 
（２）メニュー401>[5(2)：租税公課の納付状況等] 

①[法人税・地方法人税]WS 
法人税等の「納付時」の 80,000 を「充当金取崩納付」に入力します。 
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②納税充当金の確認【確認】 

 
解説：納税充当金は、納付分（Ⅳ）と通算税効果に振替分（Ⅰ）で、期末残高は０と 

なります。 
（事例を分かりやすくするため、当期の法人税及び地方法人税の発生額は省略します） 
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申告書は下記の表示となります。 
■別表４ 

 
 
■別表４付表 
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■別表５（１） 

 
 
■別表５（２） 

 
（注）当入力例は、処理の一例です。実際に入力する際は、顧問税理士等にご相談のうえ、 
各企業の処理方法に基づいて入力してください。 
 
 

 


